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本日は、ご多用の中、お集まりいただき、

誠にありがとうございます。

早速ですが、２０１４年度の事業方針について

ご説明させていただきます。
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昨年、中期計画「ＣＶ２０１５」を発表いたしました。

一刻も早く「赤字事業をなくす」

同時に、しっかりと将来を見据え、

自分たちが力強く進んでいける道筋をつける

この２点を、私の不退転の決意として、皆様にお示ししました。

まずは、中期計画の１年目を振り返り、

２０１３年度の成果と現状認識について、お話しいたします。
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今回の中期計画で掲げた目標は、ご覧の通りであります。

今年はその初年度として、

－営業利益２,５００億円以上

－そして、純利益５００億円以上を出して「復配」することを

最低限の目標といたしました。
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それに対し、今年度の連結業績は、期初公表値を上回る

見通しであります。

また、配当についても、

中間・期末合わせて１３円の「復配」を見込んでおり、

「最低限の目標」は達成できたと考えております。
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続いて、２０１３年度の進捗を中期計画の４つの重点施策に

基づき、ご説明いたします。

はじめに｢財務体質の改善｣です。

ネット資金につきましては、本業の回復に加え、

全社をあげた資金創出の取り組みにより、

マイナス３０００億円以内という水準が見えてきました。

また、株主資本比率も、中期目標を上回る水準で推移しており、

財務体質は、この１年間で大幅に改善してまいりました。
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次に「赤字事業の止血」です。

テレビ・パネルなど、５つの主要課題事業につきましては、

事業の見極めや、「転地」、アセットライト化、拠点再編など、

大きな判断・方向付けを行いました。

さらに、新たな課題事業と位置づけたエアコン、ＤＳＣも、

黒字化に向け、必要な手を打ってまいりました。

しかしながら、２０１３年度 合計で１,０００億円規模の赤字が

残る見込みであります。

赤字事業止血に向け、しっかり改革をやり切ってまいります。
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このうち、半導体事業については、既に発表しました通り、

大きな構造改革を行っております。

その中で、北陸３工場は、イスラエルのタワージャズ社と合弁化、

アジア３工場は、シンガポールのＵＴＡＣ社へ譲渡し、

ファブレス化を進めていきます。

半導体は、今後、我々が車載や産業分野での事業を伸ばしていく

上で、極めて重要なキーデバイスであります。

脱・自前主義のもと、パートナー企業と手を組み、あらゆる手を

尽くして競争力を強化してまいります。
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最後は、 「お客様価値からの逆算による取り組み」です。

ローソン様との協業や、Ｆｕｊｉｓａｗａサスティナブル・スマートタウンの

街づくり事業など、徐々にその成果が、具体的な形となって

出始めております。

今後も、様々な産業のパートナー企業と一緒になって

新たな価値を創造する事例を次々に生み出していきたいと

思います。
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以上、４つの重点施策への取り組みを総括すると、

ご覧のような進捗となります。
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ここからは、２０１４年度の取り組みについて、

お話ししたいと思います。
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２０１４年度の位置づけは、大きく２つあります。

１つ目は、

「中期計画達成への基盤を固める年」という位置づけです。

構造改革を完遂すると同時に、各事業部が営業利益率５％達成

に向けた変革を加速し、計画達成への道筋を確かなものにしたいと

考えています。

２つ目は、

「２０１８年の『新しいパナソニック』に向けた成長戦略を仕込む年」

という位置づけです。

事業軸と地域軸双方の視点から、成長に向けた投資を含めて、

戦略の具現化を進めてまいります。
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この位置づけを踏まえて、２０１４年度の経営目標は

－売上高 ７兆７,５００億円、

－営業利益 ３,１００億円、

と、いたします。

この数字を何としても達成してまいります。
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このスライドは、２０１４年度の営業利益の主な増減要因です。

特別施策が無くなることや、固定費の増加による減益要因に対し、

構造改革効果や増収効果などの増益要因を積み重ね、

全体としては４００億円の増益を見込んでおります。

個別要因の具体的な影響額等につきましては、

２０１３年度の数値が確定した後、決算発表の場で

ご説明させていただきます。
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セグメント別の営業利益見通しは、ご覧のようになります。

エコソリューションズでは、消費税増税後の需要減が影響し、

減益となりますが、

その他のセグメントでは、増益を見込んでおります。

なお、後のページでもご説明しますが、２０１４年度から

テレビなどのホームエンターテインメント事業を

ＡＶＣネットワークス社からアプライアンス社へ移管いたします。
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２０１４年度にやるべきことは大きく２つです。

まずは「事業構造改革の完遂」についてお話しします。
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今年度は、「主要事業課題への手を打ち終える」ため、

徹底的に前倒しで手を打ってまいりました。

それに対し、２０１４年度は、「将来に向けて事業構造を変えていく」

つまり、強い事業体に変えるための改革を進めていきます。

事業構造改革費用は、２年間合計で３,０００億円規模を

見込んでおります。
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事業の改革の遅れをなくし、本業の収益性を高める

経営の基軸として事業部制を導入し、１年がたちました。

競争力ある事業は伸ばす、一方で将来が描けない事業は

統廃合する、という、当たり前のことを徹底してきた結果、

当初の４９事業部から、この４月には４３事業部となります。

お客様に継続して貢献していくためにも、事業部は常に

変化、進化し続けなければなりません。
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その具体的な事例が、ご覧の２つの取り組みです。

一つは、「向き合う産業を変えた」リチウムイオン電池、

もう１つが「向き合う地域を拡大した」空気清浄機です。

いずれの事例も、

「転地」、すなわち、事業の立地を変化・進化させることで、

新たな成長を実現しております。

今なお、劣化する既存の領域にとどまる事業部についても、

営業利益率５％の達成に向け、あらゆる手を尽くしてまいります。
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続いて、２０１４年度にやるべきことの２つ目は、

成長戦略の具現化です。
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この図は、当社の中核である「家電のＤＮＡ」を継承しながら、

お客様のくらしに寄り添ってお役立ちを拡げていく、という

目指す姿を示しています。

この目指す姿の実現に向けて、今後、当社が持つリソースを

どこに、どのように張っていくべきかを考え、実行していきたいと

思います。
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これは、当社が２０１８年に目指す売上構成です。

これまで、

「住宅・車載以外のＢｔｏＢ」としてきた領域については、

それぞれの事業特性の違いを考慮して、デバイスと

ソリューションの２つに分けて、成長戦略を考えることにしました。

非連続な打ち手を含め、さまざまな施策による成果を見込んだ

数字を足し合わせると、２０１８年のパナソニックの姿は

売上高が１０兆円規模の会社をイメージしております。

今後、各事業領域で収益を伴った成長を目指して

取り組んでまいります。
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まず、家電事業２兆円に向けた取り組みです。

家電は当社のＤＮＡであり、グループのブランド力向上のためにも、

極めて重要な事業ですが、ここ数年、売上が落ち続けており、

現在の延長線上では、将来を描くことが難しい状況にあります。

まず、「なぜ、このような状況に陥ったのか」を整理すると、

「スペック優先」、「イノベーション不足」といった課題、反省点が

挙げられます。

そこで、これらの解決に向けて、そして２兆円という目標からの

逆算で、アプライアンス社とＡＶＣ社で検討を重ねた結果、

家電事業の一元化を行うことにいたしました。

これは、画面に示したような、両社の家電事業が持つ強みを

結集し、掛け合わせて、競争力のある、新たな家電事業を創る

という決意であり、大きなチャレンジであります。
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次に、住宅２兆円への取り組みでは、

まず、今後大きな成長が見込まれる日本のリフォーム市場へ、

徹底攻勢を仕掛けてまいります。

そのための取組みの１つが、顧客接点の強化です。

現在、日本全国に６１カ所あるショウルームをリフォーム対応へと

刷新し、間口を広げることで、新たなお客様を獲得してまいります。

さらに、昨年１０月にスタートした、パナホームリフォームでは、

施主様への直接提案活動を強化します。

また、リフォーム対応商品のラインアップも拡充いたします。

次に、海外展開の加速であります。

ＡＳＥＡＮ、中国、インドにおいては、電材事業を中心とした

着実な成長を図るとともに、

ヴィコ社の買収により獲得した販売網やブランド力を活用し、

トルコ、ＣＩＳ、中近東での事業拡大を目指してまいります。
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次に、車載２兆円への取り組みでは、

車の電動化・電子化への貢献を加速してまいります。

現在、お客様からのご要望が特に強いのが、車載電池です。

これまでご紹介したテスラモーターズ様向けの円筒形リチウム

イオン電池に加え、角形リチウムイオン電池などでも、多くの

カーメーカー様から高い評価をいただき、受注が増えています。

このような状況を踏まえ、さらなる生産拡大の検討を行っている

ところであり、リスクを見極めながらも、機を逃さない投資を行い、

積極的に事業を拡大してまいります。

また、インフォテインメント分野でも受注が増えています。

ＡＩＳ社のカーナビゲーションに、ＡＶＣ社の技術を投入し実現した

ヘッドアップディスプレイや、クラウド連携で快適な空間を創り出す

コックピットシステムなど、専業メーカーにない最先端のデジタルＡＶや

ＩＴ技術をフル活用して提案しています。

車載事業では、｢快適・安心｣｢安全｣｢環境対応｣のクルマ作りに

不可欠な存在となることを目指してまいります。
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続いて、新たに定義したＢｔｏＢソリューション事業では、
２０１８年２．５兆円を目指します。

この事業領域では、大きな成長が期待できる業界、お客様に
フォーカスして、いかに深く突き刺さっていくかが、
重要なポイントになります。

これまでは、「業界特化・一気通貫型」で事業を拡大してきた
アビオニクス事業や、レッツノートやプロジェクターなどの
「物販型」ビジネスで、成果をあげてきました。

今後は、これらに加えて、大きく２つの取り組みを強化して
まいります。

１つは、業界を特化し、開製販一体でお客様に突き刺さる
アビオニクスのような事業を、新たに２つ、３つと創ること、

もう１つは、各地域にエンジニアリング会社を設置し、地域ごと、
顧客ごとに、複数の事業部や他社の商材を組み合わせ、
最適なソリューションを提供できる事業を創ることです。
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最後に、こちらも今回新たに定義した車載向け以外の

デバイス事業では、２０１８年１．５兆円を目指します。

この領域では、これまで中核としてきたノートパソコン市場が

急激に落ちこむ中、光デバイスやパソコン用電池などのＩＣＴ向け

商品の事業環境は、極めて厳しい状況にあります。

そこで、事業の軸足をＩＣＴから産業分野へとシフトしてまいります。

今後は、これまで培った幅広い事業領域でのソリューション提案力を

ベースに、エナジーデバイスを核とするコア技術の強みを

活かして、小型化・集積化、またモジュール化・システム化が

求められる産業分野を重点的に攻略し、事業を拡大してまいります。
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「２０１８年に売上１０兆円規模」という目指す姿を実現するために、

今後は、グローバル市場を、「日本」、中南米も含めた「欧米」、

そして、アジア・中国・中東阿からなる「海外戦略地域」、

いわゆる新興国の３つに分けて、地域軸からの逆算で戦略を

考えていきたいと思います。

この３地域の持つポテンシャル、ならびに当社の売上高を

比較すると、ご覧のように、ＧＤＰで見れば欧米が大きく、

人口規模で見れば、海外戦略地域に圧倒的なポテンシャルを

感じます。
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当社は、「事業部基軸の経営」を進めつつ、

複数の事業部をカンパニーで括って、さまざまな産業に向き合い、

大きな事業展開や新規事業の創出に取り組んでいます。

そして、さきほどご説明したように、

「２０１８年 売上１０兆円規模」の実現に向けて動き始めています。

しかし、この目標を実現するためには、

「事業軸を中心に進めてきた」経営を、

お客様に、より近い「地域軸からの逆算」を加えた経営へと

進化させる必要があります。

そこで今後は、５つの事業軸に、３つの地域軸を掛け合わせた

「５×３のマトリックス」で、どこに注力していくのかを明確にした上で、

具体的な成長戦略を描いていきたいと思います。

マトリックスごとの２０１８年の売上目標と、現在の売上との

ギャップが大きいのが、ご覧のマルを付けた領域です。

これらの領域では大きなチャレンジが必要であり、

海外を中心に、全社として、ヒト・モノ・カネのリソースを大胆に

シフトしてまいります。
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特に、成長余力の大きい海外戦略地域の攻略については、

「脱・日本依存」をキーワードに、その構図を刷新します。

４月より、副社長の山田を本部長とする

「戦略地域事業推進本部」を設置し、

インド・デリーに駐在する山田に全権委任します。

代表取締役が海外に駐在するのは、当社では初めてのことで

あります。

海外戦略地域の成長を取り込むことができなければ、

パナソニックの将来はない、との強い思いのもと、

何としてもこの地域での成長を実現したいと思います。
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ここまでお話したように、

２０１４年度は、中期計画の達成に向けた道筋を付けるとともに、

２０１８年の「新しいパナソニック」に向けた成長戦略を仕込む

大変重要な年だと考えています。

この方針のもと、グループ全体で攻勢を強めてまいります。

今後も、当社へのより一層のご理解と、ご支援をお願いいたします。
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